
（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

～ 5,069 92.6%

Ｈ３０ － －

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年

Ｈ６ 5,069 92.6%

開設延長 １９，１７１
ｍ
（進捗率９２．６％）

今後の事業の見通し
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国では、「木材自給率５
０％」を目指し、その具体
的な推進策として、森林の
団地化・施業の集約化や
路網整備の推進などの取
組を進めています。
本県においては、これまで
にも林業を活性化するた
めに、森林の育成から木
材の利活用まで幅広い取
組や支援を行っています
が、森林の団地化・施業
の集約化を推進する上で
も基盤となる林内路網を
形成するためには、骨格と
なる県営林道を整備する
とともに、市町や林業事業
体等による中小規模の林
道や作業道などの整備へ
の支援を行います。県営
林道については、なお一
層のコスト縮減を行い、関
係する市町や地元関係者
との連携を図り、早期完成
に向けて計画的に予算を
配置し事業執行に努めま
す。
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③

【全体事業概要】
利用区域面積 ２，４６４ｈａ
幅員 ４．０ｍ
延長 ２０，７００ｍ

【事業目的】
高見山地の山腹に広がる広
大な森林地帯の中央部を横
断する基幹林道として、森林
整備の促進を図るとともに、
小流域ごとに分断している
既設路網を接続し、ネット
ワーク化して、利用区域内
の森林施業の効率化を図る
ことを目的とする。

・松阪市では、平成２３
年度を始期とする総合
計画を樹立し、林道基
盤の整備、担い手の育
成、林業経営安定の推
進を図ることとし、その
実現に向け行政が果た
すべき役割として、路網
整備をあげている。
・間伐等の森林整備に
ついて、森林組合が所
有者に森林施業プラン
を提案して、施業地の
集約化を図る「提案型
集約化施業」の取り組
みが始まっている。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝150.5億円／
80.9億円＝1.86

【コスト縮減】
地形にあった波形線形
の採用や、路肩の縮減
等によりコスト縮減を図
ります。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内
の森林整備を図るとと
もに、切り出した木材を
効率よく運搬する必要
があることから、当林道
を開設する以外に代替
案はない。

コスト縮減と環境配
慮に努めながら早期
完成を目指し事業継
続します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
ただし、事業効
果の早期発現の
ため、早期の事
業完成に努めら
れたい。

継続

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）
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事業進捗状況（単位：百万円）
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平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

～ 3,822 58.0%

Ｈ３１ － －

国では、「木材自給率５
０％」を目指し、その具体
的な推進策として、森林の
団地化・施業の集約化や
路網整備の推進などの取
組を進めています。
本県においては、これまで
にも林業を活性化するた
めに、森林の育成から木
材の利活用まで幅広い取
組や支援を行っています
が、森林の団地化・施業
の集約化を推進する上で
も基盤となる林内路網を
形成するためには、骨格と
なる県営林道を整備する
とともに、市町や林業事業
体等による中小規模の林
道や作業道などの整備へ
の支援を行います。県営
林道については、なお一
層のコスト縮減を行い、関
係する市町や地元関係者
との連携を図り、早期完成
に向けて計画的に予算を
配置し事業執行に努めま
す。

【事業目的】
大台町、紀北町両町の基幹
的な林道として、地域の森
林整備を促進する。併せて、
古くから文化的な交流が
あった両地域を連絡する生
活道として、海と山の資源を
活かした交流を通じて地域
活動を促進し、両地域の振
興を図ることを目的とする。

【全体事業概要】
利用区域面積 １，３８１ｈａ
幅員 ５．０ｍ
延長 １５，６２１ｍ
総事業費 ６，５６０百万円

Ｈ３ 3,822

・大台町では、平成２４
年度に第１次大台町総
合計画後期基本計画を
樹立し、「木材生産推進
のための基盤整備」、
「素材生産、加工、販売
まで木材の一体的流通
体制の構築」、「木材利
用の普及啓発」、「特用
林産物の生産など複合
経営の検討」、「林業経
営に対する社会的意識
の高揚」、「森林立地評
価を導入した森林経営
の推進」を施策とし、森
林、林業振興に取り組
んでいます。
・紀北町では、平成２４
年３月に紀北町第１次
総合計画後期基本計画
を樹立し、「森林施業の
効率化の推進」、「計画
的な間伐、保育の促
進」、「林業集約化など
経営合理化の推進」、
「新規就労者の確保の
推進」、「地元材の普及
の推進」などを施策と
し、林業の振興に取り
組んでいます。
・平成２３年９月の紀伊
半島大水害により、大
台町、紀北町ともに甚
大な被害を受けました。
また、近年の災害の発
生によって、保水力や
土砂の流出防止機能等
の森林の働きの重要性
が認識され、「災害に強
い森林づくり」を進める
必要が生じています。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝106.2億円／
85.9億円＝1.24

【コスト縮減】
地形にあった波形線形
の採用や、路肩の縮
減、またコンクリート擁
壁に替えて補強土壁工
を積極的に活用し、土
工量及び法面保護工を
削減しコスト縮減を図り
ます。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内
の森林整備を図り、両
町を連絡する必要があ
ることから、当林道を開
設する以外に代替案は
ありません。
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③

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
ただし、事業効
果の早期発現の
ため、早期の事
業完成に努めら
れたい。

継続

58.0%

開設延長 １２，７０９
ｍ
（進捗率８１％）

コスト縮減と環境配
慮に努めながら早期
完成を目指し事業継
続します。
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採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

～ 1,657 81.0%

Ｈ２９ － －

③

【全体事業概要】
利用区域面積 ３４３．５ｈａ
幅員 ４．０ｍ
延長 １０，０８６ｍ

【事業目的】
戦後に一斉植林されたス
ギ・ヒノキの人工造林と、薪
炭材跡地（２次林）の森林を
効率良く整備し、森林資源
の活用促進を図るとともに、
森林の持つ公益的機能の早
期発揮を目的とする。

Ｈ１５ 1,657 81.0%

開設延長 ６，７５５ｍ
（進捗率６７．０％）

・平成１７年２月に大宮
町、紀勢町、大内山村
が合併して大紀町に、
平成１７年４月に南勢
町、南島町が合併し南
伊勢町となりました。
・県道等の周辺道路の
整備が進んでいます。
・平成21年2月に紀勢自
動車道大宮大台ICから
紀勢大内山ICまで開通
し、さらに、平成25年3
月に紀伊長島ICまで開
通しました。

【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝36.9億円／18.0
億円＝2.05

【コスト縮減】
地形にあった波形線形
の採用や、コンクリート
擁壁工に替えて補強土
壁工を積極的に活用し
土工量の低減及び、路
肩の縮減等によりコスト
縮減を図ります。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内
の森林整備を図る必要
があることから、当林道
を開設する以外に代替
案はありません。
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事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
ただし、事業効
果の早期発現の
ため、早期の事
業完成に努めら
れたい。

継続

国では、「木材自給率５
０％」を目指し、その具体
的な推進策として、森林の
団地化・施業の集約化や
路網整備の推進などの取
組を進めています。
本県においては、これまで
にも林業を活性化するた
めに、森林の育成から木
材の利活用まで幅広い取
組や支援を行っています
が、森林の団地化・施業
の集約化を推進する上で
も基盤となる林内路網を
形成するためには、骨格と
なる県営林道を整備する
とともに、市町や林業事業
体等による中小規模の林
道や作業道などの整備へ
の支援を行います。県営
林道については、なお一
層のコスト縮減を行い、関
係する市町や地元関係者
との連携を図り、早期完成
に向けて計画的に予算を
配置し事業執行に努めま
す。

コスト縮減に努めな
がら早期完成を目指
し事業継続します。
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～ 7,635 74.0%

Ｈ３９ － －
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【費用便益分析結果】
Ｂ／Ｃ＝125.5億円／
122.8億円＝1.02

【コスト縮減】
地形にあった波形線形
の採用や、コンクリート
擁壁工に替えて補強土
壁工を積極的に活用し
土工量の低減及び、路
肩の縮減等によりコスト
縮減を図ります。

【代替案の可能性】
当路線の利用区域内
の森林整備を図る必要
があることから、当林道
を開設する以外に代替
案はない。

コスト縮減と環境配
慮に努めながら早期
完成を目指し事業継
続します。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
ただし、事業効
果の早期発現の
ため、早期の事
業完成に努めら
れたい。

継続

国では、「木材自給率５
０％」を目指し、その具体
的な推進策として、森林の
団地化・施業の集約化や
路網整備の推進などの取
組を進めています。
本県においては、これまで
にも林業を活性化するた
めに、森林の育成から木
材の利活用まで幅広い取
組や支援を行っています
が、森林の団地化・施業
の集約化を推進する上で
も基盤となる林内路網を
形成するためには、骨格と
なる県営林道を整備する
とともに、市町や林業事業
体等による中小規模の林
道や作業道などの整備へ
の支援を行います。県営
林道については、なお一
層のコスト縮減を行い、関
係する市町や地元関係者
との連携を図り、早期完成
に向けて計画的に予算を
配置し事業執行に努めま
す。

・熊野市は、平成１７年
１１月１日に熊野市と紀
和町の合併により誕生
した。
・熊野市では、平成２０
年度を始期とする総合
計画を樹立し、木材流
通の拡大を目標に掲
げ、その実現のために
行政が果たすべき役割
として、林道、作業道の
整備をあげている。
・熊野原木市場におけ
る素材の取扱量及びス
ギ・ヒノキの平均価格を
平成１９年度と平成２３
年度で比較すると、取
扱量で約８％、ヒノキの
平均価格で約２６％減
少している。
・平成２４年４月に広域
合併した三重くまの森
林組合が、地域林業の
中核的担い手として、
行政機関や関係業界な
どと一体となって、地域
の森林整備と保全を進
めている。
・熊野市は、市が管理
する森林に対して平成
２４年５月にフォレストッ
ク認定を取得し、森林
オフセットクレジットを関
連企業に販売すること
で得られる資金をもとに
森林整備を実施してい
る。

【事業目的】
路網が未整備な熊野市紀

和町南東部の広大な森林に
おける骨格となる林道とし
て、森林の適正管理と森林
資源の有効利用を図るとと
もに、布引の滝など森林や
自然を活かした観光資源へ
のアクセス道路として地域
振
興を図ることを目的とする。

【全体事業概要】
利用区域面積 ２，４９６ｈａ
幅員 ５．０ｍ
延長 ３２，２６０ｍ

Ｓ４９ 7,635 74.0%

開設延長 ２４，０９９
ｍ
（進捗率７４．７％）
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H6 8,505 89%

～ 6,778 89%

【事業目的】
幅員狭小・線形不良の区

間を解消するとともに、幹線
道路としての利便性を向上
させ、円滑で安全な通行を
確保する。

また、緊急輸送道路とし
て、災害時等の緊急輸送の
機能を強化する。

H30 1,727 91%

【費用対効果分析】
B/C=1.2

【コスト縮減】
橋梁は、耐候性鋼材

を使用し、道路法面は
防草対策を実施し、将
来の維持管理費の縮
減に努めている。

また、現場発生土は、
現場内流用及び他工
事への流用に努めてい
る。

【代替案】
事業の進捗状況や地

元から現計画(現道拡
幅)での要望があること
から、代替案はない。

平成30年度の全線
供用に向けて事業を
推進する。

【全体事業概要】
延長 L=5,000m
幅員 W=6.5(10.25～

12.0)m

主要構造物
橋梁 8基

整備済延長
L=4,230m

うち供用延長
L=4,230m

主要構造物(整備済)
橋梁N=7基

H17.1.1に、松阪市・嬉
野町・三雲町・飯南町・
飯高町の5市町が合併
し、新「松阪市」が誕
生。当バイパスは、新し
い松阪市の西部地域と
中南勢地方生活圏との
交流を支援する重要な
路線であり、この状況に
変化はない。

平成20年度から平成
22年度にかけて松阪市
飯高町内の小学校及び
保育園の統廃合が進
み、通学に利用される
スクールバスが通行す
る国道166号の重要性
が増している。

道
路
事
業

5

一
般
国
道
1
6
6
号
田
引
バ
イ
パ
ス

松
阪
市

③

事業継続の妥
当性が認められ
たことから事業
継続を了承す
る。

ただし、事業効
果の早期発現の
ため、早期の事
業完成に努めれ
たい。

道路事業の費
用対効果分析に
用いる交通量に
ついては、デー
タの根拠と算出
のプロセスを、
解りやすく論理
的に説明された
い。

継続

今回の再評価対象事業
は、交通渋滞や道幅が狭
く線形も悪いなどの通行上
の支障を解消し、安全で
円滑な通行の確保をしよう
とするものであることから、
早期に整備が必要です。

費用対効果分析に用い
る交通量について、より解
りやすい論理的な説明を
行う必要があります。

今後の事業執行につい
ては、引き続き市町や地
元関係機関との連携を図
り、早期完成に向けて計
画的で効率的な事業執行
に努めます。

再評価時の説明におい
ては、費用対効果分析に
用いる交通量について、
推計に用いるデータの根
拠と算出のプロセスをより
解りやすく論理的に説明
するよう努めます。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H16 2,249 74.4%

～ 2,120 73.0%

【事業目的】
幅員狭小や線形不良の区

間を解消し、安全で円滑な
交通の確保を図るとともに、
緊急輸送道路としての機能
の強化を図る。 H27 129 100.0%

整備済延長
L=870m

うち供用延長
L=870m

道
路
事
業

6

一
般
国
道
2
6
0
号
木
谷
拡
幅

南
伊
勢
町

②

【全体事業概要】
延長 L=1,272m
幅員 W＝6.00（9.75）m

平成17年に旧南勢町
の中学校3校が南勢中
学校に統廃合され、ま
た、平成26年度には、
小学校3校が南勢小学
校に統廃合されるた
め、宿浦・田曽浦の生
徒はスクールバスでの
通学が必要となる。しか
し本事業区間はバスで
の通行が困難であるた
め志摩市へ迂回してい
るのが現状である。

下津浦拡幅(H17年度
完成)の整備により、木
谷から神津佐の区間に
ついてはバスの通行が
容易になり効果が現れ
ている。

【費用対効果分析】
B/C=1.1

【コスト縮減】
道路法面に防草対策

を実施し、維持管理費
の縮減を図っている。

掘削等による発生土
は、工区内への盛土材
としての利用や、他の
公共工事への流用等に
努め、コスト縮減を図っ
ている。

【代替案】
事業の進捗状況や周

辺の地形・土地利用状
況から、代替案はな
い。

平成27年度の全線
供用に向け事業を推
進する。

事業継続の妥
当性が認められ
たことから事業
継続を了承す
る。

ただし、事業効
果の早期発現の
ため、早期の事
業完成に努めれ
たい。

道路事業の費
用対効果分析に
用いる交通量に
ついては、デー
タの根拠と算出
のプロセスを、
解りやすく論理
的に説明された
い。

継続

今回の再評価対象事業
は、交通渋滞や道幅が狭
く線形も悪いなどの通行上
の支障を解消し、安全で
円滑な通行の確保をしよう
とするものであることから、
早期に整備が必要です。

費用対効果分析に用い
る交通量について、より解
りやすい論理的な説明を
行う必要があります。

今後の事業執行につい
ては、引き続き市町や地
元関係機関との連携を図
り、早期完成に向けて計
画的で効率的な事業執行
に努めます。

再評価時の説明におい
ては、費用対効果分析に
用いる交通量について、
推計に用いるデータの根
拠と算出のプロセスをより
解りやすく論理的に説明
するよう努めます。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H21 8,501 7.2%

～ 8,203 6.7%

【事業目的】
員弁川沿川の浸水被害防
止を目的とした築堤工、河
床掘削、護岸工等の施工に
よる河川改修をおこない、流
下能力を増大させ、治水安
全度の向上を図る。

H50 298 22.8%

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

【全体事業概要】
全体事業費 8,501百万円
計画延長  8,500ｍ

（員弁川）
・築堤工   72,000ｍ3
・掘削工  659,100ｍ3
・護岸工   5,200ｍ
・橋梁 １橋
・頭首工 ２基
・用地補償費 １式

【事業進捗内容】
事業費 616百万円

・築堤工 30,260m3
・掘削工 27,400m3
・護岸工  554m
・用地補償  １式

【以降事業内容】
事業費 7,885百万円

・築堤工 39,940m3
・掘削工 631,700m3
・護岸工  4,646m
・橋梁 1橋
・頭首工  2基
・用地補償  １式

(周辺環境の変化)
①新名神の開通などに
より、道路網が集中す
る地域であり、依然とし
て治水対策の必要性が
高い状況です。

②近年では平成12年に
約250戸の家屋が浸水
しています。

広
域
河
川
改
修
事
業

7

二
級
河
川
員
弁
川

桑
名
市
・
い
な
べ
市
・
東
員
町

③

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

①B/C＝27.31
資産の増加による便益
の増加と全評価期間の
費用・便益について社
会的割引率を用いて現
在価値化した結果、便
益、費用とも増となった
が、資産増に伴う便益
の増加が大きく、B/Cが
増加しました。

②河床掘削等による発
生土を近隣の他事業に
流用する等してコスト縮
減に努めます。

③『ダム案』はダムサイ
トとしての適地は上流
域の山地となりますが、
流域の大部分が平地
で、ダムの適地があり
ません。また、『遊水
地・調整池案』について
は新たに広大な用地を
取得することや、補償
することは困難です。

道路事業との連携を
図りながら桑部橋の
架け替えを進め、桑
部橋完成後は、近鉄
橋梁下流の町屋頭
首工改築に着手する
予定です。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S63 9,450 82.0%

～ 8,045 81.0%

【事業目的】
高潮の上流への遡上を防止
する防潮水門の整備、水門
閉鎖時の浸水防止のための
排水機場の整備、堤防の嵩
上げを行うことにより、高潮
による堤内地への浸水被害
を防ぐことを目的としていま
す。

H30 1,405 89.0%

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

高
潮
対
策
事
業

8

二
級
河
川
堀
切
川

鈴
鹿
市

【全体事業概要】
全体事業費 9,450百万円
計画延長
L=1,500m(堀切川）
L=700m（釜屋川）
・水門・排水機場 2ヶ所
・築堤工 L=520m
・掘削工 V=7,400m3
・護岸工 L=4,060m
・橋梁 7橋
・用地補償1式

①B/C＝12.85
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて、現在価値
化した結果、便益・費用
とも増となったが、投資
済みの費用が多いこと
から、総費用の増大が
著しいため、Ｂ／Ｃが減
少しました。

②材料・工法等におけ
る新技術の積極的な採
用、建設発生土の工事
間流用の促進等により
コスト縮減に努めてい
きます。

③代替案は現実的側
面からありません。

【実施事業内容】
・水門・排水機場 2ヶ
所
 (釜屋川排水機場
〔暫定〕、堀切川水
門、堀切川排水機場
〔暫定〕）
・護岸工 L＝435m

【以降事業内容】
・築堤工 L＝520m
・掘削工 V＝
7,400m3
・護岸工 L＝3,625m
・橋梁 7橋
・用地補償 1式

堀切川及び釜屋川の両
岸には市街地が広がっ
ており、依然として、高
潮対策の必要性が高い
状況です。なお、資産
に顕著な増減は見られ
ません。

厳しい財政状況であ
るものの、随時、改
修をすすめ治水安全
度の向上を図りま
す。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H11 2,405 71.0%

～ 1,555 63.0%

【事業目的】
椋川の浸水被害防止を目的
に、河道拡幅、築堤、及び横
断構造物の改築により流下
能力を増大させ、治水安全
度の向上を図ります。 H35 850 84.0%

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

一
級
河
川
椋
川

鈴
鹿
市
・
亀
山
市

③

【全体事業概要】
全体事業費 2,405百万円
計画延長 L=4,310m
・築堤工 L=8,600m
・掘削工 V=73,200m3
・護岸工 L=4,600m
・樋門・樋管 １基
・橋梁 6橋
・堰 3基
・用地補償 1式

【実施事業内容】
・築堤工 L＝2,610m
・掘削工 V＝
5,020m3
・護岸工 L＝951m
・橋梁工 2橋
・堰 2基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L＝5,990m
・掘削工

V＝68,180m3
・護岸工 L＝3,649m
・樋門・樋管 1式
・橋梁工 4橋
・堰 1基
・用地補償 １式

①B/C＝1.33
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて現在価値化
した結果、資産の減少
が著しいことに加え費
用が増加したことから、
Ｂ／Ｃが減少しました。

②掘削等による発生土
を有効利用し、また、護
岸の材料、工法の新技
術の活用、護岸の法勾
配の変更や片岸拡幅
への変更等により、コス
ト縮減ができるように検
討します。

③代替案について、ダ
ム案は流域に適地がな
く、遊水地・調整池案
は、新たに用地を取得
することや補償すること
が困難であるため、現
行の河道改修が妥当と
考えます。

引き続き、築堤工、
護岸工を進めるとと
もに、国道３０６号の
新椋川橋の架け替
えに着手し、平成24
年9月に洪水被害が
発生した国道306号
の上流の改修を進
めていく予定です。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

総
合
流
域
防
災
事
業

9

(周辺環境の変化)
①椋川流域では、前回
再評価時以降に大きな
変化はありません。依
然として、治水対策の
必要性が高い状況で
す。

②近年では平成24年に
11戸の家屋が浸水して
います。洪水被害を受
け、地元住民の治水事
業への理解と関心が高
く、現在まで順調に事業
が進捗しています。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S47 28,150 47.0%

～ 16,541 43.0%

【事業目的】
志登茂川沿川の浸水被害
防止を目的とした築堤工、
河床掘削、護岸工等の施工
による河川改修を行い、流
下能力を増大させ、治水安
全度の向上を図ることが事
業の目的です。

H45 11,609 54.0%

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

・毛無川合流点から
近鉄名古屋線までは
概ね護岸及び堤防が
完成しています。
・県道草生窪田津線
より上流は護岸が概
ね完成しています。
・現在、江戸橋の整
備に着手していま
す。

（周辺環境の変化）
・下流部は近鉄江戸橋
駅を中心に市街地が形
成されています。依然と
して、治水対策の必要
性が高い状況です。
・近年では、平成16年9
月に約350戸の家屋浸
水被害が発生しまし
た。

①B/C＝16.52
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて、現在価値
化した結果、便益・費用
とも増となったが、投資
済みの費用が多いこと
から、総費用の増大が
著しいため、費用便益
比が減少しました。
②発生土を築堤工事に
有効利用し、建設副産
物の発生抑制に努めま
す。また、護岸材料、工
法の新技術の活用等に
より、コスト縮減ができ
るように努めます。
③「遊水地・調整池案」
「放水路案」とも新たな
広大な用地の取得や、
補償が困難です。ま
た、「放水路案」は、鉄
道、幹線道路を横断す
ることから公共交通に
影響が生じます。

治水安全性の早期
向上のため、継続し
て事業の推進を図り
ます。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

広
域
河
川
改
修
事
業

10

二
級
河
川

志
登
茂
川

津
市

③

【全体事業概要】
延長6,407ｍ（志登茂川）、
1,463ｍ（横川）
①築堤 11,960ｍ ②掘削
692,560ｍ3 ③護岸 11,160
ｍ ④樋門・樋管 ３基 ⑤
橋梁 ２０橋
⑥用地補償費 １式



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H15 11,356 18.5%

～ 5,407 7.0%

【事業目的】
安濃川、岩田川沿川の浸水
被害防止を目的として、河床
掘削、護岸整備等の施工に
よる河川改修を行い、流下
能力を増大させ、治水安全
度の向上を図ります。

H44 5,949 11.0%

①B/C= 38.50
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて現在価値化
した結果、便益、費用と
も増となったが、資産増
に伴う便益の増加が大
きく、Ｂ／Ｃが増加しま
した。

②発生土を有効利用
し、建設副産物の発生
抑制に努めます。また、
護岸材料、工法の新技
術等の活用により、コス
ト縮減に努めます。

③安濃川河川整備基
本方針策定時に河道改
修、ダム、遊水池につ
いて比較検討した結
果、経済性等の観点か
ら、遊水池と河道改修
の組合せが、最も有利
と判断しています。

このうち、河川整備計
画では、河道改修を行
うものであり、これまで
進めてきた改修とも整
合していることから、現
行の河道改修が妥当と
考えます。

岩田川の整備完了
後、三泗川及び安濃
川へと順次整備を進
めていきます。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

広
域
河
川
改
修
事
業

11

二
級
河
川
安
濃
川

津
市
他

③

【全体事業概要】
全体事業費 11,356百万円
計画延長
L=11,100m(安濃川)
L=6,300m(岩田川)
L=1,100m(三泗川)
・河道掘削 V=1,046,400m3
・築堤 V=21,620m3
・護岸 L=13,260m
・橋梁 6橋
・用地補償費 1式

【実施事業内容】
・築堤 L＝442m
・河道掘削

V＝5,100m3
・護岸 L＝602m
・橋梁 2橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤 L＝21,178m
・河道掘削

V＝1,041,300m3
・護岸 L＝12,658m
・橋梁 4橋
・用地補償 1式

（周辺環境の変化）
・安濃川、岩田川は津
市の中心市街地を貫流
しており、依然として治
水事業の必要性は高い
状況です。
・中上流部に伊勢自動
車道津インターチェンジ
や国道23号（中勢バイ
パス）があります。ま
た、中勢バイパス東側
にあります「メッセ・ウイ
ング三重」の隣に津市
屋内スポーツ施設が計
画されています。
・平成24年2月の「津市・
住民意識調査」では、
「災害に強いまちの推
進」が最も重要度が高
い評価になっています。
・昭和49年7月の集中豪
雨では、津市内で4万人
を越える被災者、12,500
戸を越える家屋が浸水
し、そのうち、安濃川・
岩田川流域では、5,000
戸を越える家屋が浸水
しました。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H20 2,005 25%

～ 1,064 16%

【事業目的】
河道拡幅、築堤、河床掘
削、ネック点となっている橋
梁の架替等により流下能力
を確保し治水安全度の向上
を図る。 H49 941 35%

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

③

【全体事業概要】
全体延長 L=1,600m
計画流量 Q=380m3/s

築堤工 V=8,266m3
掘削工 V=54,321m3
護岸工 L=1,330m
橋梁 1橋

  用地補償 1式

・市道三渡橋周辺の
河川改修を進めてお
り、下部工（左岸橋
台）が完成していま
す。

（周辺環境の変化）
・三渡川流域では、交
通網・物流網が集中し
ており、沿川には市街
地が形成されていま
す。依然として、治水対
策の必要性が高い状況
です。
・近年では、平成16年9
月に45戸の家屋浸水被
害が発生しました。

①B/C＝26.95
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて、現在価値
化した結果、資産の減
少に加え、費用が増加
したことから、費用便益
比が減少しました。
②引堤工事に伴い発生
する土砂を堤防盛土等
に利用することでコスト
縮減に努める。また、架
替を実施する市道三渡
橋は経済比較を行い、
最適な工法を採用して
いる。
③「ダム案」ダムの適地
はありません。「遊水
地・調整池案」新たな広
大な用地の取得や補償
が困難です。

治水安全性の早期
向上のため、継続し
て事業の推進を図り
ます。

平成４９年度の整備
完成を目標として、
ネック点となっている
市道橋三渡橋を架
替えた後に引堤によ
る河道拡幅を順次進
めます。

広
域
河
川
改
修
事
業
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二
級
河
川
三
渡
川

松
阪
市



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H20 3,945 35%

～ 3,222 43%

【事業目的】
河道拡幅及び河床掘削、
ネック点となっている水門改
築、橋梁架替等により流下
能力を確保し、治水安全度
の向上を図る。

H49 723 0%

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

・防潮水門の改築工
事が完了していま
す。

（周辺環境の変化）
・百々川流域では、前
回整備計画策定時以降
から大きな変化はあり
ません。沿川には市街
地が形成されており、
依然として、治水対策
の必要性が高い状況で
す。
・近年では、平成5年11
月に集中豪雨により20
戸、平成12年9月の集
中豪雨により48戸、平
成16年9月の台風第21
号により100戸の家屋
浸水被害が発生してい
ます。

①Ｂ／Ｃ＝1.85
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて、現在価値
化した結果、資産の減
少に加え、費用が増加
したことから、費用便益
比が減少した。
②引堤工事に伴い発生
する土砂を堤防盛土等
に利用するこでコスト縮
減に努める。また、水門
のゲート形式について
経済比較を行い、最適
な工法を採用していま
す。
③「ダム案」ダムの適地
はありません。「遊水
地・調整池案」新たな広
大な用地の取得や補償
が困難です。

治水安全性の早期
向上のため、継続し
て事業の推進を図り
ます。

平成49年度の整備
完了を目標として
ネック点となっている
松ヶ崎橋を架替えた
後に、上流へ河道拡
幅を順次進めます。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

広
域
河
川
改
修
事
業
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二
級
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々
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松
阪
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③

【全体事業概要】
全体延長 L=1,000m
計画流量 Q=120m3/s

築堤工 V=8,528m3
掘削工 V=20,910m3
護岸工 L=1,971m
水門 1基
橋梁 2橋

  用地補償 1式



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S24 13,621 58.0%

～ 11,342 55.6%

【事業目的】
五十鈴川沿川の浸水被害

防止を目的に掘削工及び築
堤護岸工等の改修により流
下能力を確保し、治水安全
度の向上を図ります。 H46 2,279 69.8%

(周辺環境の変化)
・流域には、この地方の
根幹をなす交通網の拠
点があり、この地域の
社会・経済・文化の基盤
をなしています。
・上流には伊勢神宮が
あり、豊かな自然環境
が残り、神宮を中心とし
て観光客が多数訪れ、
第６２回式年遷宮に向
けての増加も期待され
ています。

①B/C＝1.46
②河床掘削等による発
生土の有効利用や、護
岸材料・工法の新技術
の活用等によりコスト縮
減ができるよう検討しま
す。
③「ダム案」ダムの適地
はありません。「遊水
地・調整池案」新たな広
大な用地の取得や補償
が困難です。

治水安全性の早期
向上のため、継続し
て事業の推進を図り
ます。

当面は、楠部工区の
整備を進め、平成46
年度末の完成を目
標に整備を進めてい
きます。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

河
川
事
業

14

一
級
河
川
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広
域
河
川
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修
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業

伊
勢
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③

【全体事業概要】
全体事業費 13,621百万円
計画延長 Ｌ＝13,210m
・築堤工  Ｌ＝21,400m
・掘削工  Ｖ＝412,000m3
・護岸工  Ｌ＝28,010m
・橋梁工 17橋
・樋門樋管 32基
・堰  9基
・用地補償費 1式

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝17,480m
・掘削工
        Ｖ＝200,000m3
・護岸工 Ｌ＝24,130m
・橋梁工  15橋
・樋門樋管 25基
・堰  7基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝3,920m
・掘削工
        Ｖ＝212,000m3
・護岸工 Ｌ＝3,880m
・橋梁工  2橋
・樋門樋管 7基
・堰  2基
・用地補償 1式



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H6
5,325 46.9%

～ 3,468 29.2%

【事業目的】
桧尻川沿川の浸水被害防

止を目的に築堤・護岸工等
の改修により流下能力を確
保し、治水安全度の向上を
図ります。 H40 1,857 80.1%

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

③

【全体事業概要】
全体事業費  5,325百万円
計画延長 Ｌ＝1,660m
・築堤工  Ｌ＝160m
・掘削工
         Ｖ＝84,000m3
・護岸工  Ｌ＝3,326m
・橋梁工    7橋
・用地補償 1式

【実施事業内容】
・護岸工 Ｌ＝992m
・橋梁工  3橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝160m
・掘削工
        Ｖ＝84,000m3
・護岸工 Ｌ＝2,334m
・橋梁工  4橋
・用地補償  1式

(周辺環境の変化)
・桧尻川の沿川は住宅
が集中し、隣接の工場
跡地に大型商業店舗が
進出するとともに、災害
医療拠点である伊勢赤
十字病院が整備されて
います。
・近年ではH24年に国道
と県道を結ぶ伊勢南北
幹線道路も完成してい
ます。

①B/C＝7.64
②河床掘削等による発
生土を近隣の他事業に
流用する等検討、ま
た、護岸材料、工法の
新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう
検討します。
③「ダム案」ダムの適地
はありません。「遊水
地・調整池案」新たな広
大な用地の取得や補償
が困難です。

治水安全性の早期
向上のため、継続し
て事業の推進を図り
ます。

上流右岸の工事着
手に向けて用地買収
を進め、平成40年度
末の完成を目標に整
備を進めていきま
す。

河
川
事
業
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（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

H9 15,300 16.6%

～ 11,200 22.6%

【事業目的】
洪水調節

H40 4,100 0.0%

河
川
総
合
開
発
事
業

16

鳥
羽
河
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設
事
業

鳥
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市

③

【全体事業概要】
鳥羽河内ダム
ダム形式：重力式コンクリー
トダム穴あきダム（流水型）
ダム高 39.0m
洪水調節容量 2,700千m3

ダム検証による事業
の再検証
調査・設計段階

鳥羽市の人口は、緩や
かな減少傾向にありま
すが、世帯数に大きな
変化はありません。ま
た、過去の災害履歴
や、住民投票によるダ
ム建設への同意決定を
考慮の上、代替案の検
討や、地域の方々など
からの意見収集を含む
「ダム事業の検証に係
る検討」の過程を経て、
鳥羽河内ダムを貯留型
ダムから穴あき型ダム
に変更することが妥当
と判断しています。

総便益/総費用 B/C
＝177億円 /135億円
＝ 1.31

H25年度にダム検証
を完了させ、平成26
年度に河川整備計
画を変更し事業推進
を図ります。

事業継続の妥当
性が認められた
こと
から事業継続を
了承する。
なお、事業者と
して想定する穴
あきダムの環境
に関する効果が
発現するよう努
められたい。
また、その効果
の継続的な検証
を事業完成後に
行われたい。

継続

引き続き市や地元関係機
関との連携をはかり、早期
完成に向けて計画的で効
率的な事業執行に努めま
す。
ダム事業の推進にあたっ
ては、穴あきダムとするこ
とで、水質など水環境への
影響は工事前と変わらな
いと考えておりますが、引
き続き、工事中、完成後に
おける周辺環境への影響
について、的確な把握に
努めます。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S54
7,209 78.0%

～ 6,420 78.4%

【事業目的】
大内山川沿川の浸水被害

防止を目的に掘削及び築堤
護岸工等の改修により流下
能力を確保し、治水安全度
の向上を図ります。 H35 789 74.5%

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

【全体事業概要】
全体事業費  7,209百万円
計画延長 Ｌ＝22,700m
・築堤工  Ｌ＝7,937m
・掘削工
         Ｖ＝1,111,800m3
・護岸工  Ｌ＝16,463m
・橋梁工  10橋
・堰  1基
・用地補償 1式

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝5,600m
・掘削工
        Ｖ＝299,000m3
・護岸工 Ｌ＝11,851m
・橋梁工  6橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝2,337m
・掘削工
        Ｖ＝812,800m3
・護岸工 Ｌ＝4,612m
・橋梁工  4橋
・堰  1基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
・紀勢自動車道は、平
成平成25年3月24日に
紀勢大内山ICから紀伊
長島IC間が開通し、紀
伊長島から海山ICまで
の延伸工事が行われて
おり、平成25年度中に
開通する予定です。

①B/C＝1.48
②河床掘削等による発
生土を近隣の他事業に
流用する等によりコスト
縮減ができるよう検討し
ます。
③「ダム案」ダムの適地
はありません。「遊水
地・調整池案」新たな広
大な用地の取得や補償
が困難です。

治水安全性の早期
向上のため、継続し
て事業の推進を図り
ます。

平成35年度の整備
完了を目標として、
崎工区の整備完了
後、順次、上流の車
瀬工区の整備を進
めます。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

河
川
事
業
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（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事

業

名

番

号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

名

事業を巡る社会経済状
況等の動向事業進捗内容

平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S30
28,740 50.1%

～ 20,522 45.7%

【事業目的】
木津川沿川の浸水被害防
止を目的に、河川の拡幅と
掘削、堤防嵩上げ、堰や橋
梁等の改修により流下能力
を確保し、治水安全度の向
上を図ります。

H40 8,218 61.0%

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

継続

引き続き、コスト縮減を図
りながら、早期の事業完了
に向け事業を進めます。

広
域
河
川
改
修
事
業
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【全体事業概要】
全体事業費 28,740百万円
計画延長  19,860m
・築堤工    33,465m
・掘削工    3,760,000m3
・護岸工    54,600m
・橋梁     32橋
・樋門樋管 2基
・堰    15基
・用地補償  1式

【事業実施内容】
・築堤工  18,240m
・掘削工
1,631,900m3
・護岸工 13,698m
・橋梁   20橋
・樋門･樋管 1基
・堰 9基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工  15,225m
・掘削工
2,128,100m3
・護岸工 40,902m
・橋梁   12橋
・樋門･樋管 1基
・堰 6基
・用地補償 1式

（周辺環境の変化）
・中下流部は、国道や
伊賀鉄道の駅周辺等を
中心に集落が形成され
おり、依然として治水事
業の必要性は非常に高
い状況です。

・近年では、平成5年、
平成21年、平成24年に
浸水被害が発生しまし
た。

○関連事業
・下流の直轄区間では
上野遊水地事業が、平
成26年度に完成見込で
す。
・淀川水系河川整備基
本方針で川上ダムが計
画されております。
・本事業と上野遊水池
事業、川上ダム建設事
業と合わせて整備する
ことで、戦後最大の洪
水を安全に流下させ、
地域全体の治水に寄与
することが期待されて
います。

①B/C=2.25
資産の減少による便益
の減少しました。また、
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて現在価値化
した結果、資産の減少
伴う便益の減少と、投
資済みの費用が多いこ
とから総費用の増加が
著しいため、Ｂ／Ｃが減
少しました。

②河床掘削等による発
生土を近隣の他事業に
流用する等検討、ま
た、護岸の材料、工法
の新技術の活用等によ
り、コスト縮減ができる
よう検討します。堰の統
廃合についても、より効
率的な河川改修となる
よう検討します。

③代替案としてのダム
案は、事業実施区間
に、新たなダム建設適
地がないこと、遊水地・
調節池案は、広大な敷
地が必要であり、設置
が困難です。

早期完成に向け事
業を進めていく。



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
業
方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し

事
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号

費用対便益分析結果・
コスト縮減の可能性・代

替案の検討 等

箇
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平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S52 11,090 14.3%

～ 10,256 11.4%

【事業目的】
志原川及び産田川の浸水被
害防止を目的として、河床掘
削、築堤、護岸や橋梁など
の附帯工作物の改築により
河川改修を行い、流下能力
を増大させ、治水安全度の
向上を図ります。

H53 834 50.0%

③

【全体事業概要】
全体事業費 11,090百万円
計画延長
L=2,300m(志原川)
L=4,000m(産田川)
・築堤 L=4,710m
・護岸工 V=5,300m
・堀削工 V=171,500m3
・橋梁 N=15橋
・樋門・樋管 N=11基
・堰 N＝2基
・暗渠工 N=1基
・用地補償 N=1式

広
域
河
川
改
修
事
業
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【実施事業内容】
・築堤
L=1,074m
・護岸工
V=1,289m
・堀削工
V=25,620m3
・橋梁 N= 2橋
・樋門・樋管 N= 4基
・用地補償 N= 1式

【以降事業内容】
・築堤
L=3,636m
・護岸工
V=4,011m
・堀削工
V=145,880m3
・橋梁 N=13橋
・樋門・樋管 N= 7基
・堰 N＝2基
・用地補償 N=1式

（周辺環境の変化）
この地域の社会経済

状況については大きな
変化はありませんが、
平成２３年の紀伊半島
大水害に伴い当地域で
も自然災害への関心は
高まっています。

平成25年9月には熊
野尾鷲道路が大泊ICま
で開通し、平成26年に
は観光・文化資産であ
る熊野古道の世界遺産
登録が10周年を迎える
など、今後、当地域で
の産業、観光など発展
が期待されています。

このようなことから、志
原川・産田川の治水対
策推進に対する期待は
依然として高い状況で
す。

①B/C= 1.33
全評価期間の費用・便
益について社会的割引
率を用いて現在価値化
した結果、総便益、総
費用とも増加しました。
また、氾濫区域内の資
産の減少により総便益
が減少したため、総便
益の増減は相殺され、
結果として総費用が増
加したことから、Ｂ／Ｃ
が減少しました。

②護岸工法にコンク
リートブロック張工に替
え、植生ブロック工を採
用することによりコスト
の縮減を図り、事業効
果が早期に発現できる
ように取り組んでいま
す。

③代替案としては、河
道改修以外では一般的
に「ダム」案、「遊水地・
調節池」案があります
が、両案とも流域内に
適地がありません。

このことから、これま
で地元から理解を得て
進めている河道改修が
妥当であると考えます。

引き続き事業の推
進を図り、平成53年
度の完成を目標とし
ています。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
ただし、事業期
間が極めて長期
に及ぶため、事
業効果の早期発
現を図り、周辺
住民の安全・安
心の確保につな
げられたい。

住民が安全かつ迅速に避
難できるよう、ソフト対策に
ついても関係市町と連携
を図りながら取り組み、周
辺住民の安全・安心の確
保に努めます。
また、志原川についても事
業効果の早期発現を図る
ため中期的な整備計画の
策定を行い、より一層の重
点化を図り事業を推進しま
す。

継続



（添付ファイル 第8号様式）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事
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方
針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し
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号

費用対便益分析結果・
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平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

【全体事業概要】
離岸堤

：3基（300m）
養浜

：79,200m3
堤防（補強）

：400m
堤防（地盤改良）

：200m

2,100 40.2%

2,100 40.2%

～

H29
- -

今後、公表が予定されて
いる南海トラフ地震の被害
想定調査等の結果をふま
え、海岸における津波対
策について検討を進めま
す。なお、津波を完全に防
ぐことは、費用、環境、利
用に及ぼす影響が大きく、
短期的な対応は困難であ
るため、地域住民・関係市
町・三重県が一体となっ
て、総合的な防災対策に
取り組む中で、高潮対策
事業等においても、可能な
範囲での津波対策の考え
方を示すように努めます。

【事業目的】
当海岸の海岸保全施設

は、伊勢湾台風後の築造か
ら既に50年以上が経過し、
波浪による海岸侵食にさらさ
れており、年々汀線が後退
しています。また、堤防の老
朽化が著しく生じています。

このような状況から地元住
民は、危機感を抱いており、
一刻も早い施設整備が望ま
れています。

当事業は堤防の老朽化対
策として補強を、地震対策と
して地盤改良をそれぞれ行
いました。更に、堤防の沖合
に離岸堤を、前面に養浜を
それぞれ設置する面的防護
方式を採用することで、高潮
や波浪による災害を防除し、
堤防背後の生命と財産を守
ることを目的としています。

【整備済み内容】
離岸堤

：2.5基（250m）
養浜

：0m3
堤防（補強）

：400m
堤防（地盤改良）

：200m

海
岸
高
潮
対
策
事
業
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②

【社会経済情勢等の変
化】

堤防背後地は、依然
として家屋、及び、事業
所が密集しており、防
護の必要性に変化はあ
りません。

また、近年の異常気
象に伴う台風の大型化
なども懸念されていま
す。

さらに、当地区の地元
住民の危機管理意識が
向上しています。

このことから、海岸保
全施設の老朽化、高
潮、地震対策の実施が
急務となっています。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ ＝ ３．４３

【コスト縮減】
堤防前面に設置され

ている既設消波ブロッ
クを離岸堤の中詰材と
して転用することで、約
５千万円のコスト縮減を
図ることができました。

今後も、更なるコスト
縮減が図れるよう努め
てまいります。

【代替案】
コストと効果を考慮し

た施設の最適な配置計
画であること、及び、離
岸堤等の進捗状況を勘
案すると、現計画で整
備を進めることが妥当
であると判断していま
す。

【今後の見通し】
引き続き事業の進捗
を図り平成29年度の
完成を目指します。

当事業につい
ては「事業継続
の妥当性が認め
られたことから
事業継続を了承
する。」との答申
をいただきまし
た。

また、あわせ
て、「海岸高潮
対策事業におい
て、可能な範囲
での津波対策の
考え方について
言及されたい。」
との意見をいた
だきました。

継続

H16
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工事費 進捗率
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針

事業方針概要委員会意見概要

事業進捗状況（単位：百万円）

採択年 今後の事業の見通し
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平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

【全体事業概要】
人工リーフ

：11基（2,846m）
人工リーフ堤脚保護工

：9基（354ｍ）

H3 18,099 70.0%

～ 18,099 70.0%

H43

- -

今後、公表が予定されて
いる南海トラフ地震の被害
想定調査等の結果をふま
え、海岸における津波対
策について検討を進めま
す。なお、津波を完全に防
ぐことは、費用、環境、利
用に及ぼす影響が大きく、
短期的な対応は困難であ
るため、地域住民・関係市
町・三重県が一体となっ
て、総合的な防災対策に
取り組む中で、高潮対策
事業等においても、可能な
範囲での津波対策の考え
方を示すように努めます。

【事業目的】
井田地区海岸は、かつて

100m以上あった砂浜幅が、現
在ではほぼ消失している箇所
も見られるなど特に侵食が著し
く、国土保全の観点での侵食
対策が施されていないことか
ら、消波機能が低下し、高潮に
対する危険性が増大していま
す。また、平成6年台風26号、9
年台風7号、9号により、海岸堤
防が破堤し、国道42号が通行
止めとなったほか、平成16年
台風16号でも未整備箇所で海
浜が国道42号近くまで侵食さ
れる被害を受けています。

井田海岸の堤内側には、国
道42号などの重要な施設があ
り、人工リーフの早急な整備が
望まれています。

このようなことから、沿岸
（リーフ）部での砕波による波
の打上げ高の低減や侵食が進
む海浜の安定を図り、高潮時
の波浪に対する住民の安全を
確保するとともに国土の保全を
行うことを目的としています。

【整備済み内容】
人工リーフ

：10基（1,959m）
人工リーフ堤脚保護
工

：8基（315ｍ）

【社会経済情勢等の変
化】

紀伊半島大水害の発
生や平成２３年３月１１
日に起きた東日本大震
災の厳しい状況の報道
により、当地域でも自然
災害への関心が高ま
り、当事業への期待や
要請が高まっていま
す。

また、当海岸の背後
地には依然として人家
が密集しており、防護
の必要性に変化はあり
ません。

これらのことから、事
業を取り巻く状況の変
化はありません。

【費用対効果分析】
Ｂ／Ｃ ＝ １．５２

【コスト縮減】
当海岸は事業区間が広

範囲にわたり、海浜幅や
海底地形も一様でないこ
とから、同一断面での計
画では非常に不経済と
なってしまいます。このた
め、測量による地形状況
の把握を行い、砂浜の波
浪低減効果も加味するこ
とで、越波防護上必要な
人工リーフの規模を小さく
するなど検討を行い、最
も経済的になるような計
画とすることでコスト縮減
を図っています。
【代替案】

侵食が進む海岸の海浜
の安定を図り、高潮時の
波浪に対する安全性を確
保するためには、海面上
にブロックが突出した離
岸堤や海岸線上にブロッ
クで堤体を築く消波堤な
どの整備も考えられま
す。

しかし、井田地区海岸
は、国立公園の指定や
「日本の白砂青松百選」
の選定、世界遺産登録な
どから、景観の保全が必
要です。このため海面上
に施設が現れない人工
リーフとしており、代替案
はありません。

【今後の見通し】
引き続き事業の進捗
を図り平成43年度の
完成を目指します。

当事業につい
ては「事業継続
の妥当性が認め
られたことから
事業継続を了承
する。」との答申
をいただきまし
た。

また、あわせ
て、「海岸高潮
対策事業におい
て、可能な範囲
での津波対策の
考え方について
言及されたい。」
との意見をいた
だきました。

継続

海
岸
高
潮
対
策
事
業
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平成２５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

S58 16,714 93.0%

～ 7,990 92.0%

【事業目的】
良好な自然環境の保全を図
ると同時に、多様なレクリ
エーション活動、健康の増
進、自然とのふれあいの場
の提供を目的として整備を
進めています。

H32 8,724 95.0%

【全体事業概要】
全体面積 98.1ha
ﾃﾆｽｺｰﾄ16面、野球場1面
ｻﾌﾞｸﾞﾗﾝﾄﾞ1面
芝生広場6.7ha
水のﾌﾟﾗｻﾞ0.9ha
駐車場4箇所
沢の森1.5ha
自然探検ｴﾘｱ
自然学習ｴﾘｱ
多目的広場2.5ha
園路2.2km
調整池3基
用地買収面積 98.1ha

【供用面積】

平成5年度 12.2ha
（ﾃﾆｽｺｰﾄ、野球場）
平成6年度 5.9ha
（芝生広場）
平成9年度 1.7ha
（水のﾌﾟﾗｻﾞ、芝生広
場）
平成20年度 12.6ha
（北側園路、ｳｯﾄﾞﾃﾞｯ
ｷ、東駐車場）
平成23年度 2.8ha
（北駐車場、多目的
広場）

平成24年度末計
35.2ha

北勢中央公園の誘致圏
の人口は、事業着手時
及び前回再評価時に比
べ増加傾向にありま
す。
また、近年厳しい財政
状況により公共施設等
の効率的な運営が求め
られる中、北勢中央公
園においても指定管理
者制度を導入し、公園
利用者へのサービスの
向上及び管理経費のコ
スト縮減を図っていま
す。

【費用対便益分析】

B/C=1.6

【コスト縮減】

整備面では里山保存
エリアの整備範囲を見
直すことによるコスト縮
減しました。

管理運営面では、平
成20年度から導入した
指定管理者制度により
今後も維持管理運営面
のコスト縮減を図ってい
ます。

【代替案】

残事業である園路、野
球場のサブグラウンド、
テニスコートの増設に
対するニーズや、現在
の事業進捗や用地取
得の状況から判断して
も、当事業の代替案は
考えられず、現計画で
進めることが妥当であ
ると判断します。

平成25年度に里山
ｴﾘｱ（沢の森）1.5ha
の供用開始を予定し
ています。

また、今後は西側
園路、野球場のサブ
グラウンドﾞ、テニス
コートの増設等の整
備を行い、平成32年
度の完了を予定して
います。

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。
なお、要援護者
等の利用に配慮
した整備を進め
られたい。

都
市
公
園
事
業
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公園は、誰もが安全で安
心して利用できるように要
援護者等の利用に配慮し
た整備を行う必要がある。
施設のバリアフリー対策
はもとより、利用するため
の動線の確保にも十分留
意し、対応を進めていく。
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Ｈ21
13,801 30.7%

～ 13,696 30.7%

【事業目的】
北伊勢工業用水道事業

は、給水を開始して以来、30
年から50年以上経過してお
り、施設及び管路の老朽劣
化が著しいことから、管路及
び電気機械設備等の更新を
行う。

また、海溝型や直下型の
大規模地震の発生が危惧さ
れていることから、応急復旧
に長期間を要する浄水場等
の主要施設や水管橋の耐
震化を実施する。

Ｈ30
105 100.0%

事業継続の妥当
性が認められた
ことから事業継
続を了承する。

工
業
用
水
道
事
業
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・工業用水道を安定的に
供給するために、漏水事
故や機器故障の未然防止
を図ること。また、事故時・
災害時であっても早期復
旧を可能とし、二次災害を
防止することが課題である
と考えています。

・引き続き、工業用水道施
設の老朽劣化対策、大規
模地震対策を計画的・重
点的に実施していきます。

【全体事業概要】

老朽劣化対策
・管更生工事

       2,513m
・2条化工事

       5,900m
・制水弁取替工事

      15基
・電気機械設備取替工事

26箇所
大規模地震対策

・主要施設耐震化工事
20施設

・水管橋耐震化工事
17橋

老朽劣化対策
・管更生工事

1,628ｍ 64.8％
・2条化工事

880ｍ 14.9％
・制水弁取替

3基 20％
・電気機械設備取

替
10箇所 38.5％

大規模地震対策
・主要施設耐震補

強
１施設 5％

・水管橋耐震補強
7橋 41.2％

・淡水使用量について
は、高度成長期の産業
拡大により昭和30年代
から急速に伸び、平成3
年頃から平成12年頃ま
で使用量が多く、その
後回収水が減り現在は
ピーク時の80％ほどと
なっている。
・淡水補給水量につい
ては、昭和46年がピー
クとなり、その後減少し
ています。その中、工業
用水道の使用量は、ほ
ぼ横ばいとなっている。
・契約水量については、
平成17年度以降やや増
加。平均給水量は漸
減。
・漏水件数について、年
間5～6件発生。
・東海・東南海・南海地
震や、直下型の大規模
地震が想定されてい
る。

【費用対効果分析】
Ｂ/Ｃ＝2.16

【コスト縮減】
・パイプインパイプ工法
を採用することでコスト
縮減。
・需要の変化から既設
管の口径より可能な限
り小さい口径にすること
によりコスト縮減。
・口径300mm以下の配
水管において、浅く埋
設することによって土量
を減らすことができるこ
とによりコスト縮減。
・監視事務所から直接
制御化することで、中
継する制御装置を省略
化、汎用型装置の導入
によりコスト縮減。

【代替案】
既存の施設及び配水
管の改築事業を行って
いることから、代替案は
ない。

今後も引き続き、水
の安全で安定的な
供給に取り組み、工
業用水施設の老朽
劣化対策、大規模地
震対策を推進してい
きます。


